












サプライチェーン：施設数 – 国別データ16 2018年1 2017年 2016年

ディズニー・ブランド商品の製造拠点数（国別）：数（総数の%）

中国 10,050（25%） 9,500（25%） 9,000（26%）

日本 8,300（21%） 7,800（21%） 7,200（21%）

米国 4,850（12%） 4,500（12%） 3,700（11%）

韓国 1,840（5%） 1,790（5%） 1,500（4%）

ブラジル 1,460（4%） 1,380（4%） 1,270（4%）

イタリア 1,280（3%） 1,290（3%） 1,320（4%）

台湾 1,080（3%） 990（3%） 830（2%）

インド 980（2%） 820（2%） 730（2%）

英国 870（2%） 770（2%） 730（2%）

フランス 820（2%） 780（2%） 710（2%）

ポルトガル 700（2%） 620（2%） 520（2%）

ドイツ 600（1%） 600（1%） 550（2%）

その他すべての施設（施設数が総数の1%以下の国） 7,270（18%） 6,660（18%） 6,140（18%）

サプライチェーン：改善が必要と判定された指
摘事項の割合15,17,18,19,20

児童就労 1% 1% 1%

自由意思によらない労働 1% 1% 1%

強制およびハラスメント 0% 0% 0%

差別の禁止 1% 1% 1%

組合 1% 1% 1%

健康および安全：工場 84% 85% 86%

健康および安全：寮 3% 3% 4%

報酬：最低賃金 7% 8% 9%

報酬：時間外賃金 11% 11% 13%

報酬：残業時間 フランス 66% 63% 61%

報酬：社会保障 61% 59% 59%

環境保護 30% 33% 36%

その他の法律 22% 25% 28%

業務の再委託 2% 3% 5%

監視およびコンプライアンス 8% 10% 11%

情報公開 3% 4% 5%

ヘルシー・リビング 2018年1 2017年 2016年

ディズニーの栄養成分に関するフードガイドライン
に準拠したライセンス日常食品

全世界 86% 79% 70%

北米21 目標の85% 
を達成

目標の85% 
を達成

目標の85% 
を達成

データテーブル脚注 

1. ディズニーの事業年度は通常、当年10月1日に直近の日曜日から翌年9月30日に直近の土曜日までです。
2. 当社のGHG目標の領域には、ディズニーが所有および運営する施設（ウォルトディズニー・パーク＆リゾート、ディズニー・クルーズライン、商用スペース）、リース

資産（ディズニーストア、オフィス所在地）、プロダクション（長編映画、テレビ、劇場、ESPNなど）が含まれます。
3. 温室効果ガスの排出量は、世界資源研究所（WRI）と「持続可能な発展のための世界経済人会議（WBCSD）」による温室効果ガスプロトコル「企業の算定・報

告基準、2004年改訂版」（GHGプロトコル）の原則に従って測定・算出されています。
4. 炭素クレジットは、認定された基準（例：Climate Action Reserve、Verified Carbon Standard、Gold Standardなど）に従って開発されたプロジェクトによるも

のです。すべてのクレジットは、認定された第三者調査期間が検証しています。炭素クレジットの償却証明書は、当社ウェブサイトに掲載されています。
5. ディズニーの事業経営をより的確に反映するために、契約上の商品および特定の排出源に基づく排出係数を使用して、排出量の償却と正味排出量を計算してい

ます。こうした調整により、2018年度におけるディズニーの直接的な排出量と間接的な排出量の合計はCO2換算187万トンです。
6. 総エネルギーには、電気、天然ガス、冷水、温水、蒸気、再生可能エネルギー、燃料が含まれます。
7. 事業経営に伴うリサイクル、堆肥化、寄贈、販売品および清算品、保管品、熱エネルギー変換、非熱エネルギー変換などが転換に該当します。エネルギー回収を

伴わない埋め立てや焼却は、廃棄物に該当します。対象施設は、パーク＆リゾート、ESPN、エンタープライズ所有施設、ピクサーです。すべてのリース不動産、デ
ィズニーストア、物流センター、テレビ放送局、ラジオディズニー放送局、あらゆる建設資材は、対象から除外されています。

8. 水使用量の目標に含まれるのは、ディズニーが所有および運営する施設（パーク＆リゾート、ディズニー・クルーズライン、所有する商用スペース、放送局、ESPN）
です。ディズニーストアおよびリース資産での水使用量は、対象から除外されています。上海ディズニーランドのデータは、2013年度のベースラインの一部ではな
いため、この値には含まれていません。2013年度のベースラインは68億6,000万ガロンです。

9. 2017年度CSRレポート以降のデータを改訂し、社内審査の結果としてデータに加えられた訂正を反映しました。
10. 現金の企業寄付には、ディズニー・コンサベーション・ファンド（DCF）による企業献金が含まれています。現金以外の支援とは、有形物または無形のサポートで

構成される現金以外の寄付・寄贈を指します。寄付には、商品、テーマパークのチケット、食品、公共広告（PSA）、キャラクター／タレントの出演、その他のチャ
リティ支援に対する推定金額が含まれますが、これに限定されません。配信、視聴者数、番組製作、利用可能性、価格設定、市場需要などの変動要素における
違いがあるため、PSAは当社メディアプラットフォーム間で異なる評価が設定されています。例えば、放送期間内における販売価格の平均に基づいて、PSAが評
価される場合があります。また、放送時間帯区分のローテーションにおけるスポンサーシップ価値の平均に基づいて、PSAが評価される場合があります。このた
め、PSAの評価には複数の手法を採用しています。2017年度は、2件の特別イニシアチブ（メキシコ地震、スペシャルオリンピックス）に対し、生産中止となった
玩具ラインの余剰品を特別に寄付すると共に、広告およびPSAによるチャリティ支援を行いました。2018年度は、上記の寄付は行われませんでしたが、減額の
一部は、特別な地域別イニシアチブに対してテーマパークチケットの寄付を増加することで補完されました。

11. 従業員統計には、当社の各事業年度末の従業員ベースを反映しています。管理職にはマネージャー以上が含まれます。2018年度末時点におけるザ・ウォルト・デ
ィズニー・カンパニーの全従業員数は約20万1,000人でした。

12. 「世界における従業員の多様性」の数値には、当社が導入しているSAPシステム全体の従業員が含まれています。この数値にはピクサーおよびディズニーラン
ド・パリの従業員は含まれていませんが、日雇い従業員および契約従業員を除き、60日以内に賃金の支払いを受けた臨時従業員は含まれます。マイノリティの数
と割合には、米国拠点の従業員のみが含まれています。ディズニー・クルーズラインの船上で働く従業員は、国内数から除外されています。

13. マイノリティ、女性、身体障害者、退役軍人、傷痍退役軍人、LGBTの個人が51%所有・管理・経営しているとして第三者機関から認証を受けた企業への直接支出
額が含まれます。

14. 研修関連データには、D Learnの対象となる全従業員が含まれますが、ピクサー、マーベル、ディズニーランド・パリの各社従業員と契約従業員は除外されていま
す。参加者は、2つ以上のトレーニングへの参加が認められています。トレーニングには、オンラインコース、講習、OJT研修があります。

15. データは事業年度内のいずれかの時点で稼働中の施設を含んでおり、四捨五入して百の位の概数としています。
16. 施設総数は概算であり、四捨五入されています（国別の施設データ）。
17. ディズニーは、リスク分野を特定・比較する際の主な情報源として、世界銀行の「ガバナンス指標」（WGI）を使用し、監視リソースと要件を集中させるべき分野を

判断しています。認定調達国に関する方針をご覧ください。
18. ILS（国際労働基準）プログラムは、ディズニー・ブランド商品の製造拠点における労働環境の継続的かつ持続可能な改善に向けて取り組んでいます。監査また

は評価の結果として稼働中の施設で特定されたすべての行動規範に対する違反は、ディズニー・ブランド商品の生産に施設を継続使用する条件として、ILSプロ
グラムが定める期間内に、同プログラムが定める方法で是正または修正される必要があります。

19. ディズニー・ブランド商品のサプライチェーンでは、稼働中の施設は日常的に変動しています。2018年には全体の約22%がディズニー・ブランド商品の新規製造
者でした。このため、前年比での比較は複雑化しています。

20. こうしたカテゴリーで指摘事項が減少しているのは、ディズニーのILSプログラムが定める要件を満たすことに取り組むライセンシーやベンダーと契約するという
継続的な努力の成果です。

21. 北米（米国とカナダを含む）については2006年以前の契約合意を除いて計算し、業界内で絶えず変更される子供の栄養に寄与する商品の分類に従っています。
業界における分類の評価を世界規模で継続的に実施します。




